
＜事業の全体像＞

� � 農山漁村振興交付金 【令和２年度予算概算決定額 9,805（9,809）百万円】

＜対策のポイント＞
地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組

を取組の発展段階に応じて総合的に支援し、農林水産業に関わる地域のコミュニティの維持と農山漁村の活性化及び自立化を後押しします。

＜政策目標＞
○ 都市と農山漁村の交流人口の増加（1,450万人［令和２年度まで］）
○ 農村部の人口減の抑制（2,151万人を下回らない［令和７年度］）

＜事業の流れ＞

１ 農山漁村地域での取組への支援
① 地域活性化対策

地域活性化のための活動計画づくりと実証、就職氷河期世代を含む潜在的
就農希望者の発掘、優良事例や農業遺産の情報発信等を支援します。
② 中山間地農業推進対策

中山間地域での収益力向上に向けた取組やモデル構築等を支援します。
③ 山村活性化対策

振興山村での地域資源を用いた地域経済の活性化の取組を支援します。
④ 農泊推進対策

観光コンテンツ開発や滞在施設等の整備、国内外へのPR等を支援します。
⑤ 農福連携対策

障害者等の雇用・就労を通じた農業経営の発展に必要となる農業生産施
設の整備並びに障害者等の農業技術習得や専門人材育成等を支援します。
⑥ 農山漁村活性化整備対策

地方公共団体策定の活性化計画に基づき行う施設整備を支援します。
２ 都市部での取組への支援
① 都市農業機能発揮対策

都市部での農業体験等による交流を通じた都市住民と共生する農業経営の
実現を図る取組等を支援します。
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� 農山漁村振興交付金のうち
「農泊」の推進 【令和２年度予算概算決定額 5,038（5,258）百万円】

＜対策のポイント＞
「農泊」を持続的なビジネスとして実施できる地域を創出し、都市と農山漁村との交流や増大するインバウンド需要の呼び込みを促進することで農山漁村

の所得向上と地域の活性化を図るため、地域による実施体制の整備や観光コンテンツの磨き上げ、滞在施設等の整備等を一体的に支援するとともに、戦略
的な国内外へのプロモーションや地域が抱える課題解決のための専門家派遣等を支援します。
＜政策目標＞
○ 都市と農山漁村の交流人口の増加（1,450万人［令和２年度まで］）
○ 「農泊」をビジネスとして実施できる体制を持った地域の創出（500地域［令和２年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農泊推進事業
○ 国内外の旅行者の農山漁村地域への呼び込みを促進し、地域の活性化を図る

ため、農泊の推進体制構築や魅力ある観光コンテンツの磨き上げ、インバウンド
受入環境の整備、専門人材の確保、農家民泊の農家民宿への転換等を支援

２．施設整備事業
① 古民家等を活用した滞在施設や体験・交流施設、活性化計画に基づき農泊に
取り組む地域への集客力を高めるための農産物販売施設など、農泊を推進する
ために必要となる施設の整備を支援（市町村・中核法人実施型）

② 地域内で営まれている宿泊施設の質の向上のため、インバウンドを含む個人旅行
者等の多様なニーズに合わせた宿泊施設の改修を支援（農家民泊経営者等
実施型）

３．広域ネットワーク推進事業
○ デジタル情報を活用した戦略的な国内外へのプロモーションや大規模展示会へ
の出展・商談会の開催、農泊を推進する上での課題を抱える地域に対し、ワンス
トップで課題に応じた専門家派遣・指導を行う取組等を支援

【１の事業】
○ 事業実施主体 地域協議会、地域協議会の連合体、DMO等
○ 事業期間 ２年間等 ○交付率 定額（上限500万円/年等）

地域の食材を
活用したメニュー作り

地域資源を活用した
体験メニューの開発

古民家を活用した滞在施設

廃校を改修した大規模滞在施設

【２①の事業】
○ 事業実施主体 市町村、地域協議会の中核法人等
○ 事業期間 ２年間 ○交付率 1/2

（上限2,500万円、5,000万円、１億円）
（活性化計画に基づく事業）
○ 事業実施主体 都道府県、市町村、農林漁業者の

組織する団体等
○ 事業期間 原則３年間 ○交付率 1/2等
【２②の事業】
○ 事業実施主体 地域協議会と地域内の農家民泊経営者等との連携体
○ 事業期間 １年間 ○交付率 1/2（上限1,000万円/経営者、5,000万円/地域）

【３の事業】
○ 事業実施主体 民間企業、都道府県等
○ 事業期間 １年間
○ 交付率 定額

インバウンド受入環境の整備

トイレの洋式化Wi-Fi環境の構築多言語への対応

［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-3502-5946）
課題に応じた専門家の派遣・指導

国

地域協議会等定額
＜事業の流れ＞

（１の事業）

中核法人等
1/2

民間企業等
定額

（３の事業）

地方公共団体
交付 1/2等 農林漁業者の

組織する団体等

定額

1/2 地域協議会と地域内の
農家民泊経営者等との連携体 （２②の事業）

（２①の事業）

※ 地域活性化対策も一部活用し支援

55



௳の要ࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉฟಁ㐍㍺ࠕࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ㐃ᦠࠕࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ᪂つ・ඛ㐍ࠕ
ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ᪂つ・ඛ㐍۔
。ります࠶ࡀ㸿㹼㹁全てを‶たすᚲ要ࡀるᣦᑟをཷけた加ᕤ業者等ࡼに࣮ࢱࣥࢭ
㸿 ᅜ⏘Ỉ⏘≀のὶ㏻をಁ㐍する実ドを⾜ࡇ࠺と
㹀 ཎᮦᩱ、〇ရ、ᢏ⾡、ᕤ⛬、㞟ฟⲴ᪉ἲ、㈍኎᪉ἲ等の１ࡕ࠺つ以ୖにおいて

᪂つᛶཪはඛ㐍ᛶを᭷しているࡇと
㹁 対象㨶✀のὶ㏻の≧ἣ、᪂つ・ඛ㐍ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉにࡼるᅜ⏘Ỉ⏘≀のὶ㏻㔞の

ቑ加ぢ㎸ࡳ等から実ドຠᯝࡀ༑ศなࡇと

ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ㐃ᦠ۔
㸿または㹀を‶たす者のいずれかとなります。
㸿 ௚の加ᕤ業者等ཪは㛵ಀ事業者等と㸰、ࡀるᣦᑟをཷけた加ᕤ業者等ࡼに࣮ࢱࣥࢭ

者以ୖで㐃ᦠࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ༠㆟఍をᵓᡂし、༢⊂では対ᛂࡀᅔ㞴なᅜ⏘加ᕤཎᩱの
確ಖ、᪂つ㈍㊰の㛤ᣅ等、㏆年重要ᛶࡀቑしているㄢ㢟にຠᯝ的に取り組ࡇࡴと

㹀 Ỉ⏘ᗇにࡼる࣮࢙ࣥࢳ࣮ࣗࣜࣂ改善ಁ㐍事業の事業୺యとして選定されているࡇと

ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉฟಁ㐍㍺۔
。ります࠶ࡀ㸿・㹀を‶たすᚲ要ࡀるᣦᑟをཷけた加ᕤ業者等ࡼに࣮ࢱࣥࢭ
㸿 ᅜ⏘Ỉ⏘≀の㍺ฟをಁ㐍する実ドを⾜࠺取組で࠶るࡇと
㹀 ᾏእにおける対象㨶✀の㟂要ぢ㎸ࡳ、㍺ฟಁ㐍ࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉにࡼるᅜ⏘Ỉ⏘≀の

㍺ฟ㢠のቑ加ぢ㎸ࡳ等から実ドຠᯝࡀ༑ศな取組で࠶るࡇと

௳の要ࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉฟಁ㐍㍺ࠕࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ㐃ᦠࠕࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ᪂つ・ඛ㐍ࠕ

ձ Ỉ⏘加ᕤ・ὶ㏻ᵓ㐀改善ᣦᑟ事業
センターが、次の取組䜏を行います。
 専門的▱見を有するᣦᑟ員による加工・流通業者等への⌧地ᣦᑟ
 水産加工・流通事業者向けセミナー等の開催

ղ Ỉ⏘加ᕤ・ὶ㏻ᵓ㐀改善取組ᨭ᥼事業
センターが、⌧地ᣦᑟをཷけた者の取組計画をᑂ査等の上、取組䜏の
内容に応じて以下の経費の一㒊を支援（1/2以内）します。
 ᪂つ・ඛ進プロ䝆ェ䜽䝖

国産水産物の流通を促進するඛ進的取組䜏にᚲせな機ჾの㉎ධ経費、
コン䝃ル䝔ィン䜾経費等

 連携プロ䝆ェ䜽䝖
漁業者団体・流通業者・加工業者等が連携して国産原料の確保等の
課題に取組む場合にᚲせな経費（学校給食への供給やప未利用魚
の有効活用を図る場合には、機ჾ㉎ධ経費をྵむ）

 ㍺ฟ促進プロ䝆ェ䜽䝖
漁業者団体・流通業者・加工業者等が国産水産物の㍺ฟに取組む場合にその取組にᚲせな機ჾの㉎ධ経費、
コン䝃ル䝔ィン䜾経費等の一㒊を支援

ձ Ỉ⏘加ᕤ ὶ㏻ᵓ㐀改善ᣦᑟ事業

１．水産加工・流通構㐀ᨵၿ促進事業

䛆加工・流通業者等へのセミナー開催䛇

䛆地魚ධり䜴ィンナーを開発し給食に供給䛇

ۑ ᅜ⏘Ỉ⏘≀のᒎ♧・Ⓨ⾲఍の㛤ദ
ۑ ᑠ኎・እ食事業者ྥけ◊ಟ఍等の㛤ദ
ۑ 㨶食ᬑཬ࣮ࢼ࣑ࢭ等の㛤ദ

ۑ ᅜ⏘Ỉ⏘≀のᒎ♧・Ⓨ⾲఍の㛤ദ

２．魚食普及推進事業 䛆⿵ຓ率䠖定額䛇

䛆⿵ຓ率䠖定額䛇

䛆⿵ຓ率䠖１䠋２以内䛇

漁業者
䕿ロッ䝖がまとまらない魚等が㠀食用に

安್で取ᘬされてしまう（ప未利用魚）
䕿水ᥭげ集中等による価᱁ኚ動が大䛝い

消費者（国内）
䕿魚や調理等を学䜆機会が減ᑡした䛣と等

を⫼ᬒに、水産物消費が大䛝く減ᑡ
䕿もっと魚を食䜉たい意識も䛒る一᪉、

⡆༢に調理したい等の䝙ー䝈

水産加工・流通業者
䕿⡆౽化ᚿ向等の消費者䝙ー䝈への対応

が୙༑ศ
䕿水ᥭげのኚ動等により加工原料の安定

的確保が困難

国

࠙Ỉ⏘加ᕤ・ὶ㏻ᵓ㐀改善取組ᨭ᥼事業のᡭ続ࡁのὶれࠚὶれれࠚれࠚ
⌧ᆅᣦᑟを
ཷけた

・Ỉ⏘≀の⏕⏘者
・ὶ㏻業者
・加ᕤ業者
れらのᅋయ等ࡇ・

事業実施主体
（国産水産物流通

促進センター）

ᖹᡂ31年度Ỉ⏘加ᕤ・ὶ㏻ᵓ㐀改善ಁ㐍事業ཬび㨶食ᬑཬ᥎㐍事業について

ᾀ

ձ⌧ᆅᣦᑟ
ղㄢ㢟ᥦ᱌をᥦฟしᛂເ

䛆Fish-1䜾䝷ンプリ䛇

Ỉ産≀ᾘ費量のῶᑡなどによる㏆ᖺのỈ産≀㟂給のኚ໬に対ᛂし、ᅜ産Ỉ産≀のὶ㏻・㍺出のಁ㐍とᾘ費ᣑ኱をᅗるたࡵ、Ỉ産加ᕤ・ὶ
㏻ᵓ㐀の改善ཬࡧᾘ費者等に対する㨶食ᬑཬへのྲྀ⤌ࡳを᥎㐍していࡲすࠋ

ճㄢ㢟ᥦ᱌をᑂᰝ・᥇択ᚋ、
ᶵჾᩚഛ等のᨭ᥼

（ᚲ要な⤒㈝の１/㸰以内）
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